
平成 23 年 7 月 19 日 

厚生労働省大臣官房統計情報部 

 

毎月勤労統計調査の地域別特別集計について 

（平成 23 年 5 月分） 

 

（地域別集計について） 

 毎月勤労統計調査では、臨時的な措置として、当分の間、東北電力・東京電力管内の

東北・関東と新潟県及び山梨県の 15 都県を「東日本」、それ以外の 32 道府県を「北海道・

中部・西日本」とし、この 2 区分で、既に提出された調査票を利用して地域別集計を行

っています。 

今回は 5 月分を公表します。 

 

（利用上の注意） 

 この地域別集計を利用される際には次の点にご注意ください。 

(1)  新潟県西部には北陸電力の供給地域が、静岡県東部には東京電力の供給地域があり

ますが、地域別集計の地域区分は県単位としています。そのため、地域区分は、厳密

に東北電力・東京電力の供給地域と一致していません。 

(2)  毎月勤労統計調査は全国の数値を一定の精度で得られるように設計されており、全

国を二つの地域に分けて統計を作ることは想定していません。このため地域別の統計

は、全国の統計に比べて精度が落ちます。 

(3) 震災の影響で被災県を中心にして有効回収率が低下しており、東日本の結果にはその

影響が現れている可能性があります。 

(4) 臨時的な措置ですので、調査産業計、規模 30 人以上の次に掲げる主要な指標のみ発

表します。 

 地域区分及び就業形態別の常用労働者数、現金給与総額、きまって支給する給与、

総実労働時間、所定外労働時間及び前年同月比。 

集計を規模 30 人以上としたのは、半年ごとに実施している規模 5～29 人での抽

出替えの影響を除くとともに、被災された岩手・宮城・福島の 3 県では平成 23 年

3 月及び 4 月分（宮城は 5 月分を含む）での規模 5～29 人の調査のうち、調査員調

査部分が中止されているためです。また、前年同月比は実数から算出しています。 

(5) この地域別集計は平成 22 年 1 月分以降としています。 

  



（平成 23 年 5 月 結果概要） 

雇用についてみると、東日本では減少し、北海道・中部・西日本では増加している。一

般労働者・パートタイム労働者別にみても同様の動きとなっている。 

特に、パートタイム労働者は、東日本での減少、北海道・中部・西日本での増加幅が月

を追って拡大してきており、5 月には大幅な増加・減少となった。（第 1 図、第 2 図、第 3

図） 

労働時間についてみると、総実労働時間では東日本で前年と同水準、北海道・中部・西

日本では減少し、所定外労働時間では両地域とも減少している。（第 4 図、第 5 図） 

賃金についてみると、東日本では 4 月の減少から 5 月は増加に転じ、北海道・中部・西

日本では、現金給与総額は前年とほぼ同水準、きまって支給する給与は減少した。（第 6 図、

第 7 図） 

  



(結果) 

第１図 常用労働者数 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計）

 

 常用労働者数をみると、2 月以降 4 か月連続して、東日本では減少し、北海道・中部・西

日本では増加している。(第 1 図) 

 

第２図 常用労働者数 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、一般労働者） 

 

これを一般労働者・パートタイム労働者別にみると、一般労働者では、東日本では減少、

北海道・中部・西日本では増加の傾向にある。（第 2 図） 
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第３図 常用労働者数 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、パートタイム労働者） 

 

 

パートタイム労働者でも、東日本は減少、北海道・中部・西日本は増加の傾向にある。

東日本の減少幅、北海道・中部・西日本の増加幅は月を追って拡大してきており、5 月には、

東日本は△4.4%の減少、北海道・中部・西日本は 4.0％の大幅な増加となった。(第 3 図) 

 

第４図 総実労働時間 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計）

 
 総実労働時間についてみると、両地域とも 3 月・4 月は減少したが、5 月については、東

日本は横ばい、北海道・中部・西日本では減少幅は縮小したが引き続いて減少した。（第 4
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図） 

 

第５図 所定外労働時間 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計） 

 
 所定外労働時間についてみると、東日本では 4 月に大幅に減少したが、5 月は減少幅が縮

小して北海道・中部・西日本とほぼ同じ減少幅となり、北海道・中部・西日本では 4 月、5

月ともほぼ同じ減少幅で推移した。（第 5 図） 

 

第６図 現金給与総額 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計） 

 

 現金給与総額をみると、両地域とも 3 月の増加から 4 月は減少に転じたが、5 月は、東日

本で大幅な増加に転じ、北海道・中部・西日本では前年とほぼ同じ水準であった。(第 6 図) 
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第７図 きまって支給する給与 前年同月比（23 年/22 年） 

（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計） 

 

 きまって支給する給与をみると、両地域とも 3 月・4 月と連続して減少したが、5 月は、

東日本は増加に転じ、北海道・中部・西日本は 4 月より減少幅がわずかに拡大した。(第 7

図) 
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（参考表） 

第 1 表 地域別集計表（調査産業計、規模 30 人以上、就業形態計） 

 



第２表 地域別集計表（調査産業計、規模 30 人以上、一般労働者） 

 



第３表 地域別集計表（調査産業計、規模 30 人以上、パートタイム労働者） 

 


